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自動火災報知設備の点検の未実施及び不適切な記録事案に係る 
評価結果の通知 

 
 
標記の事案について、長期にわたり、点検の未実施を認識していたにもかかわ

らず、結果を正常とする記録の作成を続けていたという意図的な不正行為であ

ることから、別紙のとおり深刻度を SLⅣと判定し、これを貴社に通知する。 

本事案については、原子力規制検査を通じて、再発防止対策の実施状況を確認

していく。 
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別紙：「自動火災報知設備の点検の未実施及び不適切な記録に関する評価書」 

 

 

  



 
 

（別紙） 

自動火災報知設備の点検の未実施及び不適切な記録に関する評価書 

件名 自動火災報知設備の点検の未実施及び不適切な記録 

重要度／深

刻度 

－／SLⅣ（通知あり） 

監視領域 原子力施設安全－拡大防止・影響緩和 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年６月 10 日、日本核燃料開発株式会社（以下「NFD」とい

う。）（政令第 41 条該当核燃料物質使用施設）において、アイソレーシ

ョンエリアの自動火災報知設備（火災感知器）の未点検事案が発見さ

れ、当該使用者より東海・大洗原子力規制事務所に連絡があった。 

具体的には、当該火災感知器について、保安規定等に基づき、定

期的に点検を行い、結果を記録すべきところ、点検が 2000 年より実施

されていないにもかかわらず、結果を正常として記録したものであり、この

結果を地元消防にも報告していた。 

使用者は、事案発覚後、翌 11 日に当該火災感知器について点検

を実施し、正常であることを確認した。 

本点検は、令和２年４月 1 日以前の核燃料物質の使用等に関する

規則（以下「旧使用規則」という。）第２条の 12（保安規定）第１項第

13 号に基づく保安規定第 50 条（定期的な自主検査）で使用施設等

の定期的な自主検査として定められており、これを一部実施していなかっ

たことは保安規定違反となる。 

また、適正な記録を作成していないことは、旧使用規則第２条の 11

（記録）第３号ハに基づく保安規定第 69 条（記録）に対する要求を満た

しておらず、保安規定違反となる。 

さらに、使用者が自ら定めた自主基準に対しても、2000 年から 2020

年の間、要求事項を満足していない。 

これらのことは、原子力安全を維持し、確保することに関して、使用者

が規制要求及び自主基準を満足することに失敗している状態であり、こ

の失敗は予測可能で予防措置を講ずることが可能であったものとして、

パフォーマンス劣化があると判断した。 

ただし、当該火災感知器を改めて点検したところ、正常であったこと、

アイソレーションエリアは火災の可能性が低く、仮に発生したとしても、セ

ル等はコンクリート構造で鋼板ライニングを施した構造であるため、閉じ込

め機能に悪影響を与えないことから、本パフォーマンス劣化は、検査指摘

事項には当たらないと判断する。 



 
 

また、「原子力規制検査における規制措置に関するガイド」に基づき

評価を行った結果、原子力安全上の影響は認められなかったものの、意

図的な不正行為に該当することから、深刻度を「SLⅣ（通知あり）」と判

定する。 

①  事案の 

説明 

 

2021 年６月 10 日に政令第 41 条該当使用者である NFD から「自

動火災報知設備の点検結果に関する不適切な報告」について連絡が

あり、下記のことが判明した。 

自動火災報知設備（火災感知器）の点検を実施したところ、その点

検の助勢を行った NFD 社員から上長に、アイソレーションエリアにある４

台の火災感知器（差動式スポット型感知器）は、長期間点検を実施し

ていないにもかかわらず、点検報告では正常と記載していることが報告さ

れた。 

これを受けた社内調査で過去の経緯を調査した結果、ホットラボ棟の

操業開始当初は、火災感知器の点検を専門の点検会社に依頼して

実施していたが、放射線レベルの高いアイソレーションエリアでは、特別な

作業管理や重装備が求められることから、NFD の点検監督者が自ら点

検を実施し、アイソレーションエリア以外は点検会社に点検を依頼するこ

ととなった。当初はこのような業務分担であったが、2000 年の NFD 点検

監督者の業務引継ぎにおいて、点検の責任分担の範囲を明確にして

引継ぎを社員間で行わなかった結果、アイソレーションエリアの感知器の

点検が実施されなくなったことが原因と推定している。 

さらに、代々の後継者は、点検の未実施を認識していたにもかかわら

ず、前例を踏襲し、点検を実施せずに結果を正常とする点検記録の作

成を続けていた。 

本件発覚の翌６月 11 日に、未点検の火災感知器４台について、

NFD 社員が作動試験を行い、この際、東海・大洗原子力規制事務所

の検査官も立会い、正常に作動することを確認した。 

使用者の自主基準「工務グループに係る巡視、点検、検査実施要

領」では、火災報知設備について検査を実施することが定められており、

具体的な項目や手順は「消火用設備定期自主検査要領」に定めてい

る。 

また、今回の事案を受けて、使用者は、原因分析を行い、対策を実

施することとしている。 

今回の事案に対する保安規定の該当条項については、2004 年から

2016 年までの間については、保安規定 50 条等の定期的な自主検査



 
 

の項目に、火災感知器に関する点検は入っておらず、使用者の自主基

準を用いて点検することとしていた。その後、2017 年以降は保安規定

50 条の定期的な自主検査として位置付けられ、2021 年５月以降は施

設管理の中で、点検が行われることとなった。 

よって、2000 年以降、保安規定または自主基準違反という状態が約

21 年間継続していた。 

なお、2000 年以前については、記録が無いため、確認は出来なかっ

た。 

② 重要度 

評価 

 

 

［パフォーマンスの劣化］ 

2000 年以降、保安規定または自主基準違反という状態が継続して

いた。さらに感知器の点検は、保安規定等に実施及び手順が規定され

ていることから、その失敗は合理的に予測可能であり、予防する措置を

講ずることが可能であったことから、パフォーマンス劣化があると判断する。 

 

[スクリーニング]及び [重要度評価] 

本パフォーマンス劣化は、「検査気付き事項のスクリーニングに関するガ

イド」の添付１－６の拡大防止・影響緩和の属性であるヒューマンパフォ

ーマンスに関連付けられる。 

ただし、事案発覚後の翌日に使用者が行った火災感知器の作動確

認では、当該検知器が正常に作動したこと、当該アイソレーションエリア

は、核燃料物質使用変更許可申請書のとおり、核燃料物質等の試料

搬出入や低レベル廃棄物を一時的に収納・圧縮等を行うエリアであり、

可燃ガスや重油等の使用が無い、可燃物を保管しない場所であること、

仮に可燃物があったとしても短時間で搬出されることから、火災発生の

可能性は低いこと及び、万一、火災が発生したとしても、セルはコンクリー

ト及び鋼板ライニング製であり、セル等の閉じ込め機能に影響を及ぼすこ

とはない構造であることから、拡大防止・影響緩和の監視領域の目的に

悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

また、同様の理由により、本パフォーマンス劣化が、事故の防止の機能

の一部が喪失する等の原子力安全上重大な事案につながる前兆とし

て考えられないほか、同施設管理区域における他の火災感知器は点検

されており、確認されたパフォーマンス劣化が是正されないままであって

も、原子力安全上重大な問題をもたらす可能性はないと判断する。 

さらに、核燃料施設における安全実績指標は、放射性廃棄物（気

体・液体）の過剰放出件数、被ばく線量が線量限度を超えた件数、事



 
 

故故障等の報告基準の実効線量(５mSv)を超えた計画外被ばくの発

生件数であるが、本パフォーマンスの劣化が安全実績指標に関係し、そ

の安全実績指標のしきい値を超える原因とはならないと判断する。 

以上のことから、検査指摘事項とはならないと判断する。 

③ 深刻度 

評価 

当該火災感知器について、保安規定等に基づき、定期的に点検を

行い、結果を記録すべきところ、点検が 2000 年より実施されていないに

もかかわらず、結果を正常として記録したものであり、保安規定違反（通

算８年間）または自主基準違反という状態が約 21 年間継続していた。 

さらに、代々の NFD 点検監督者は、点検の未実施を認識していたに

もかかわらず、前例を踏襲し、点検を実施せずに結果を正常とする記録

の作成を続けていたことから、記録の改ざんに相当し「意図的な不正行

為」（3.2 (1) ｃ．に該当）があったと判断する。 

これらを検査指摘事項の重要度の評価結果を踏まえつつ、「原子力

規制検査における規制措置に関するガイド」に基づき評価を行った結

果、原子力安全上の影響は認められなかったものの、意図的な不正行

為があるため、同ガイド「3.3(3)」に該当することから、SLⅣ（通知あり）とし

て、対応を行う。 

 

 


